
総務委員会報告資料 

令和２年２月２６日 

報告事項件名 頁 

１  令和２年国勢調査について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２ 

（総 務 部） 



総 務 委 員 会 報 告 資 料 

令和２年２月２６日 

件 名 令和２年国勢調査について 

所管部課名 総務部 総務課 

内 容 

１ 調査の目的 

  日本に住んでいるすべての人及び世帯を対象とした、最も基本的な統計調

査で、国内の人口や世帯の実態を明らかにするため、５年毎に実施される。 

２ 調査期日 

  令和２年１０月１日（午前零時を基準として実施） 

３ 調査規模 

今回（令和２年） 前回(平成 27 年) 増減数 

世帯数 358,000世帯 310,662世帯 47,338世帯 

人口 693,000名 670,122名 22,878名 

調査区数 5,924調査区 5,591調査区 333調査区 

調査員(区民) 3,000名 2,703名 297名 

指導員(区職員) 600名 555名 45名 

※令和２年は想定数

４ 調査項目(１９項目) 

  「氏名」、「男女の別」、「出生の年月」、「国籍」ほか１５項目 

  （平成２７年の調査項目に「在学、卒業等の教育の状況」、「従業地また

は通学地までの利用交通手段」の２項目が追加） 

５ 前回からの変更事項 

  調査員事務説明会を前回は業務委託したが、今回は直営に戻し担当職員が

行う。 

６ 調査の体制 

（１）調査員…３,０００名(予定）町会・自治会からの推薦及び登録調査員等 

ア インターネット回答用ＩＤ・調査票の配布

イ 調査世帯一覧・調査区要図の作成

ウ 調査票の回収（希望世帯のみ）
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（２）指導員…６００名（予定）本庁舎勤務の区職員

※調査票、調査世帯一覧、調査区要図の内容審査等

（３）区民からの問い合わせ等の対応

専用のコールセンターを設置

７ 主なスケジュール（予定） 

  ２月中旬～３月 各町会・自治会へ調査員候補者の推薦依頼 

５月下旬 各町会・自治会からの調査員候補者の推薦提出期限 

  ８月中旬～９月上旬 調査員事務説明会(各区民事務所管内各会場) 

  ９月中旬～下旬 インターネット回答用ＩＤ及び調査票を各戸配布

※９月１４日～１０月７日 インターネット回答期間

※１０月１日～７日 調査票郵送回答及び回収期間 

１０月中旬～下旬 調査世帯一覧・調査区要図等を区へ提出 

１１月上旬～下旬 調査票等審査(指導員)  

１２月上旬～３月中旬 最終点検、都へ調査書類提出 

問 題 点

今後の方針 

前回(平成２７年)と同様に、１人の調査員が原則２調査区(平均概ね１５０

世帯)を担当することを予定している。 
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